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１．主要農業投資の回収期間と民法の規定

民法の規定

○ 果樹等の永年性作物、農業機械、温室等の農業用施設、水路等の農業基盤整備等の農業投資の回収期間（耐用年数）については、
コンバインの5年のように比較的短期のものから水路の30年やかんきつ樹（温州みかん）の40年のように長期に及ぶものがある。
○ 一方、農地の貸借の存続期間は、民法上の規定により、20年までとされている。その場合、民法では、借り手が負担した土地改良
に要した費用等（有益費）について所有者に請求できることとされている。

（賃貸借の存続期間）
第604条 賃貸借の存続期間は、20年を超えることができ
ない。契約でこれより長い期間を定めたときであっても、
その期間は、20年とする。

（占有者による費用の償還請求）
第196条第2項 占有者が占有物の改良のために支出した
金額その他の有益費については、その価格の増加が現存
する場合に限り、回復者の選択に従い、その支出した金
額又は増価額を償還させることができる。ただし、悪意
の占有者に対しては、裁判所は、回復者の請求により、
その償還について相当の期限を許与することができる。

（賃借人による費用の償還請求）
第608条第2項 賃借人が賃借物について有益費を支出し
たときは、賃貸人は、賃貸借の終了のときに、第196条第
2項の規定に従い、その償還をしなければならない。ただ
し、裁判所は、賃貸人の請求により、その償還について
相当の期限を許与することができる。

主要農業投資の回収期間

40年かんきつ樹（温州みかん）

30年水路（鉄筋コンクリート）

15年温室（鉄骨）

10年暗きょ（土管を主としたもの）

８年トラクター

５年コンバイン

耐 用 年 数

処分制限期間
機械・施設等

資料：財務省「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」及び 農林畜水産業関係補助金
等交付規則

注１：コンバイン、トラクター、温室（鉄骨）、かんきつ樹（温州みかん）は耐用年数、
暗きょ（土管を主としたもの）、水路（鉄筋コンクリート）は処分制限期間である。

注２：ここでいう処分制限期間とは、農林水産大臣が、補助金等の交付の目的及び当該財
産の耐用年数を勘案して、補助事業等により取得等した財産の処分を制限する期間
である。
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２．賃貸借の設定期間

２

資料：農林水産省「土地管理情報収集分析調査」
注：「再設定」には、１度だけではなく繰り返し権利設定がされているものを含む。
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資料：農林水産省「土地管理情報収集分析調査」

農業経営基盤強化促進法による賃借権
設定の存続期間別構成（面積比）

農業経営基盤強化促進法による
賃借権再設定の状況(面積比)

借入地の平均借入期間別にみた担い手の割合

資料：農林水産省「平成18年度農地の面的集積に関する市町村実態調査」
注：調査先230経営体のうち借入地を有する198経営体について、その全借入地の借入開始か
ら調査時点までの平均借入期間を経営体ごとに試算し、その期間別に分類したもの（再
設定を含む）。

6年以上
10年未満
42.4%

10年以上
15年未満
23.2%

3年以上
6年未満
20.7%

3年未満
9.1%

15年以上
4.5%

○ 農地の賃貸借設定期間は、最長２０年（民法原則）の範囲で自由に設定することが可能であるが、農業経営基盤強化促進法に基づく賃
借権の平均貸借期間は６年と短期のものになっている。これは、地主が短期の貸借を望むことに加え、制度発足時に農地を出しやすくす
る観点から短期の利用権設定を進めたために市町村・農業委員会にその意識が残っていること、１０年以上の期間設定が可能なことへの
理解が十分でないこと等が原因と考えられる。
○ 利用権終了後、その８割は再設定（予定を含む）されている。しかし、借入地について再設定を含む借入当初からの平均借入期間が
１０年以上である者は３割弱となっており、担い手が長期の投資をする場合、その回収前に貸借期間が終了し経営が不安定になるおそれ
がある。

資料：農林水産省「土地管理情報収集分析調査」
注：ここでいう存続期間とは再設定を含まない単
独の賃借の契約期間である。

借 人
同 一

借 人
変 更

小  計

 昭和６０年 50.7 6.7 57.4 13.6 71.0

 平成２年 51.6 7.3 58.9 14.4 73.3

 平成７年 53.7 5.9 59.6 15.9 75.5

 平成１２年 61.8 6.8 68.6 12.8 81.4

 平成１７年 67.1 5.2 72.3 11.2 83.4

再設定
予　定
（借人変

更含む）

再設定
率

年　 度

再　設　定　し　た



３．貸借期間についての担い手の要望等

３

○ 担い手は長期の農業投資や経営の安定のため、実際の貸借期間よりも長期の借入を望む傾向にあり、約1／3が10年以上の長期の貸借
を望んでおり、今後、貸借期間をできるだけ長期にする方策が必要ではないか。特に、果樹のように収穫できるようになるまでに年数が
かかり成木の耐用年数が長いものについては、20年を超える貸借期間も必要ではないか。ただし、この場合、貸し手の不安を払拭するた
め、期間終了後必ず返還される仕組みとする必要があるのではないか。
○ また、一般企業（特定法人）の農業参入の促進と経営安定の観点からもこのような方策が必要ではないか。
○ なお、近年の農業情勢悪化や小作料の低下傾向が続く中では、契約更新が行われるのであれば、むしろ短期の貸借を望む者もいる。

担い手が希望する賃貸借期間

○ 長期（10年以上）の借入期間を望む主な理由

○ 短期の借入を望む主な理由

理   由
回 答
法 人 数

長期借入により計画的な経営が可能となるため 18

地力増進、土作りに時間を要するため 10

栽培期間が長期のため 6

農機具や施設への投資の回収に時間が必要なため 5

借入の更新手続きに手間がかかるため 5

その他 6

※重複回答を含む（46法人）

理   由
回 答
法 人 数

米価の変動が大きいため 4

小作料の低下のため 4

今後の農業情勢が不透明なため 3

その他 4

※重複回答を含む（14法人）

担い手の貸借期間に対する意見等

資料：農林水産省経営局構造改善課調べ（平成18年9月）
注：主たる作目が「稲作、麦類、露地、野菜、その他作物」である167法人のアンケート

結果である。

20年以上
 4.8%

３年未満
3.6%11年以上

～
20年未満
6.7%

10年
 22.4%

３年以上
～

６年未満
23.6%

６年以上
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10年未満
38.8%

10年以上
33.9%

資料：農林水産省経営局構造改善課調べ（平成18年9月）
注：主たる作目が「稲作、麦類、露地、野菜、その他作物」である167法人のアンケート

結果である。



一 般 の 借 地 権

○契約期間 50年以上
（民法の特例）

○契約は更新されない

建物の再築されても借地
期間の延長なし

○建物の買取り請求権なし

基本的に借り手が更地
にして返還

○立退き料は発生しない

マンション、住宅等の
建設が促進される

○土地所有者の貸し渋り
土地の有効活用がなされない

○契約期間 30年以上
（民法の特例）

○存続期間が満了しても

正当事由がなければ
消滅しない

○更新しない場合、

建物の買取り請求がある

○立退き料が発生

（参考）宅地の定期借地権の内容

４

注：定期借地権には、この他に契約が更新されないものとして「建物譲渡特約付
借地権（期間30年以上）」、「事業用借地権（期間10～20年）」がある。

定 期 借 地 権
（長期定期借地権）



（参考）土地の賃貸借に係る制度の比較

５

借地借家法 農地法・基盤強化法

民法の賃借権

一般の借地権 長期定期借地権 賃借権(農地法） 賃借権(基盤強化法 永小作権(民法））

性 格 債 権 債 権 債 権 債 権 債 権 物 権

対 象 － 建物敷地 建物敷地 農 地 農 地 農 地

年まで 年以上(定めない場合 年以上 年まで(民法原 年まで（民法原 年～ 年20 30 50 20 20 20 50
期 間 は 年） 則） 則） (定めない場合は30

年）30

対 抗 力 登記がなければ無 有 有 有 有 登記がなければ無

(登記済みの建物の所有） (同 左） (農地の引渡） (同 左）

無 建物があり、次のような 無 更新 期間はなし 無 無（ ）

知事の許可を得て更新法定更新 （期間の定めがな 場合に更新(期間は 回目1
、い場合解約の申し が 年以上、 回目以降20 2 しない旨を通知が必要

ただし、一般的に不許入れ後 年で終 年以上）1 10
・当事者の合意がある場合 可となる。(ただし、期了）

・借地人の更新請求があり、正当 間 年以上は許可不10

事由のある異議がない場合 要）

・期間満了後使用が継続され、正

当事由のある異議がない場合

有益費償 有 有 有 有 有 有

終了の際 還義務 （特約により免除 （特約により免除可） （特約により免 （特約により免除 特約により免除可 （特約により免除（ ）

の給付 可） 除可） 可） 可）

その他 無 建物の買取請求、立ち退 無 離作料(慣習：農 無 無

き料(慣習：更地価格の６ 地価格の３～５

～８割？） 等 割？）



○ 農地の借り手が土地改良投資等を行った場合の有益費については、民法の規定（同法第196条第2項、第608条第2項： P1右欄
を参照）と土地改良法の規定（同法第59条）があるものの、法規定以外には具体的な運用基準はなく、有益費の支払の有無及び
その内容についての個々の解決は、現場に任せられている実態にある。
○ 今後、担い手の経営安定を図るためには、借り手がその投資の回収前に期間満了を含めて貸借関係を終了しなければならない
場合に、有益費の償還等による投資の回収が図られる方策を検討するべきではないか。

４．農地の借り手の土地改良投資回収の実態

６

土地改良事業参加による賦課金の負担等

・該当事例なし。

・経常・特別賦課
金ともに借り手が
負担。

Ｈ県Ｔ地区

・次の借り手がい
なければ、以後
は地主が特別賦
課金を負担。

・経常・特別賦課
金ともに地主が
負担。

Ａ県Ｆ地区

・該当事例なし。

・経常・特別賦課
金ともに地主が
負担。借り手は
水利費（約3千円
／月）のみ負担。

Ｉ 県Ｉ 地区

・次の借り手がい
なければ、以後
は地主が特別賦
課金を負担。

借り手が特別賦
課金を負担し、
償還途中で貸
借が終了した場
合の取り扱い

・経常・特別賦課
金ともに借り手が
負担。有益費相
当を小作料で相
殺調整している
ケースあり。

賦課金の
負担者

Ｍ県Ｎ地区

資料：農林水産省経営局構造改善課「担い手への農地利用集積等に関する実態調査」（平成18年11～12月実施）

土地改良法の規定

（償還すべき有益費）

第59条 土地改良事業に費

された有益費を民法の規定
により償還する場合には、
償還すべき額は、同法第
196条第2項本文の規定にか
かわらず、増価額とする。

注１：農用地における土地改良事業参加資格者（賦課金負担者）
自作地 → 所有者
借入地 → 原則：使用収益権者（＝借り手）

例外：所有者の申出を受け農業委員会が承認した場合は所有者

注２：経常賦課金：土地改良区の運営費及び維持管理費
特別賦課金：土地改良事業の負担金相当額
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資料：（財）農政調査委員会「農業振興地域・農地制度等の実態把握及び効果分析に関する調査」
注１：平成16年２月に全市町村を対象に調査したものである（回収率67％）。
注２：回答市町村数（上位２つまで重複回答あり）の構成比である。

耕作放棄の発生要因（平成16年）
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１．耕作放棄地の発生状況とその要因

農振農用地区域内の耕作放棄地（平成18年）

資料：農林水産省「平成18年農業資源調査」
注：耕作放棄地率は、耕作放棄地 ÷ 農用地面積

○ 耕作放棄地の発生は、高齢化による労働力不足や農地の受け手がいないこと、いわば確保すべき農地面積に比べて農地を利用す
る者が少ないことが要因となっており、これを踏まえた発生防止・解消の取組みが重要である。
○ このため、特定法人貸付事業による企業参入に加え、定年就農者等の農地利用を促進し地域の活性化を図ることも重要ではない
か。

単位：万ｈａ

耕地面積 耕作放棄地 採草放牧地

439.8 407.5 15.3 17.0 3.5%

農用地面積 耕作放棄地率



○ 都市生活者を対象としたアンケートにおいて「ふるさと暮らしをしたいと思うか」という質問に対し、4割が「したい」と回答し
ており、それらの者に「ふるさと暮らしを始めたい時期」を聞いたところ、4割が「会社を定年退職してから」と回答している。ま
た、地方自治体においても定年就農の促進を行っている例が数多く見られる。
○ 団塊世代の大量退職を迎えている中で、これらの者が新たに就農することにより、地域の活性化や耕作放棄地の解消・発生防止
等の効果が期待される。

８

ふるさと暮らしに対する意向

7.3%

8.6%

3.4%

3.6%

4.0%

8.0%

10.4%

12.3%

42.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

その他

両親の介護が必要になってから

住宅のローンを返済してから

ふるさとでの住居が決まってから

いますぐに

ふるさとでの就業が決まってから

子どもが独立してから

会社を定年退職してから

資料：ＮＰＯふるさと回帰支援センター「都市生活者に対するふるさと回帰・循環運動に
関するアンケート調査」（平成16年1～3月実施）

注：アンケートは、首都圏域、大阪圏域、名古屋圏域の50,150人を対象として実施し、
そのうち回答があったものを集計している。

資料：ＮＰＯふるさと回帰支援センター「都市生活者に対するふるさと回帰・循環運動に関す
るアンケート調査」（平成16年1～3月実施）

注：ふるさと暮らしを「したいと思う」と回答した9,224人に、開始希望時期を聞いたもの。

資料：国土交通省都市・地域整備局及びＮＰＯふるさと回帰支援センター「ふるさと回帰
フェア2006参加者のふるさと暮らし等に関する調査」（平成19年1月）

注：ふるさと回帰フェア2006に参加した554人による複数回答（2つまで）である。

ふるさと暮らしを始めたい時期

ふるさと暮らしで希望する居住・滞在施設

1.3%

2.0%

6.5%

7.2%

9.2%

13.4%

14.8%

23.3%

35.9%

38.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

その他

一般旅行者用の宿泊施設

企業や都市部の自治体の保養所

民泊（農家等）

自炊設備のある宿泊施設

実家や親戚、知人・友人宅

長期利用できる農園付き滞在施設

住宅を購入する

住宅を借りる

２．定年就農者等の農業参入希望者と地方自治体の取組み

全　 体
したいと思
う

したいとは
思わない

わからない 無回答

22,863 9,224 7,720 5,914 5
100 .0 40.3 33.8 25 .9 0.0
19,461 8,047 6,411 4,998 5
100 .0 41.3 32.9 25 .7 0.0
3,281 1,135 1,270 876 -
100 .0 34.6 38.7 26 .7 0.0
121 42 39 40 -

100 .0 34.7 32.2 33 .1 0.0

（単位：人(上段)、％(下段)）

不　 明

女　 性

男　 性

全　 体



９

地方自治体（県）の定年就農促進の取組事例

県　名 事　業　名　等 概　　　要

青森県 青森へ・定年帰農促進事業

①定年帰農支援システム整備（農地・住宅のデータベー
ス作成）
②定年帰農促進情報発信（ホームページ開設、県内外へ
のPR活動等）

栃木県

団塊世代対策推進本部の
設置によるとちぎの元気づく
りのうち
就農準備校（とちぎ農業未
来塾)事業

団塊の世代の能力を活かし、また、団塊の世代を呼び込
むために知事を本部長とする推進本部を設置し、ボラン
ティア等による社会貢献、再就職・創業・就農等、とちぎ
体験から二地域居住・定住に向けた支援を実施。
就農準備校（とちぎ農業未来塾)事業においては、就農に
必要な基礎的知識・技術の習得を支援

群馬県
ぐんま農業実践学校（就農
準備校）事業
（県農業大学校）

定年前後の方で、就農を予定している65歳以下の方を対
象に、露地野菜栽培技術について講習、実習による研修
を行うとともに先進農家視察研修等を実施

団塊の世代等農体験研修
非農家で退職後新たに農業を始めようとされる方を対象
に農業体験的な実習及び簡単な講義を4日間行う
定年帰農準備研修
退職後Uターン就農する方を対象に基礎的な農業実習及
び講義を7日間行う

千葉県 いきいき帰農者等支援事業

団塊世代や定年を迎える前に就農を希望する方を対象
に
①帰農後の就農イメージ及び経営モデルを提案する講
座の開催
②就農後の支援のための就農研修会や就農アドバイ
ザーによる営農や生産技術の相談

神奈川県

かながわ農業アカデミー
農業の担い手育成事業のう
ち
「定年帰農者育成事業」

定年を契機に自家の農業経営に取り組もうとしている55
歳～65歳の方を対象に、野菜等の基本的な知識及び技
術を習得するための研修を8日間実施

新潟県 定年就農者支援対策事業

定年就農相談窓口の設置
シニア高度専門研修(農業大学校）
シニア農業支援システム確立
シニア農業塾（普及指導センター）
等の市町村によるモデル的な取組を支援

団塊の世代就農支援事業埼玉県

県　名 事　業　名　等 概　　　要

団塊の世代就農相談事業 就農を希望する団塊の世代を対象とした就農相談を実施

ふくい田んぼ塾開催事業
稲作の栽培技術について講習、実習による研修を行うと
ともに、先進農家の現地視察を実施

元気な帰農者等応援事業
のうち
「定年帰農推進セミナー」

帰農予定者や定年帰農者、関係団体職員を対象に地域
帰農塾の事例発表や支援施策の説明等を行うセミナー
を開催

元気な帰農者等応援事業
のうち
「地域帰農塾」

農協、市町村等においてそれぞれの地域の実情に応じ
た栽培技術等の実践的な研修を５～15日間程度行う

社会人就農研修（県農業大
学校）

県内に就農予定の中高年齢者等の他産業経験者に対し
て、講義や実習、先進農家の現地視察を組み合わせた
実践的な研修を60日間行う

愛媛県
えひめ
団塊の世代等就農支援事
業

①民間等より、農業体験のイベントや各企業への情報提
供等の就農を啓発するアイデアを募集し、退職予定者等
の就農希望者を対象として、県が企画した事業をNPO法
人等で実施可能な団体に委託する
②就農希望者のための就農相談会
③企業の人事担当者を対象とした定年退職者の就農啓
発説明会の実施
④定年退職予定者等を対象に就農事例等の紹介及び就
農相談会の実施
⑤農地・住宅の情報収集・提供
⑥オペレーター養成講習
⑦就農後見人による新規就農者の栽培技術等のサポー
ト　等

熊本県
新規就農支援研修
（県農業大学校）

団塊世代を対象に、講義や実習などの研修を週１回、
７ヵ月行う

福井県

岡山県



１０

３．定年就農者等の農業への取組み（経営面積）のイメージ

定年就農等

市民農園 通常の農業経営

規模：７０㎡（２０坪）程度
（市民農園の一区画の平均規模）

市民農園規模では物足りない！

規模：１０ａ（３００坪）以下

規模：１．３ｈａ（４０００坪）
（全国の農家の平均規模）

技術面、労力面、資金面等から困難！

○ 市民農園は平均の一区画の規模は７０㎡（２０坪）程度であり、一方、農業者の全国平均の経営規模は１．３ｈａ（４０００坪）
となっている。
○ 定年就農者等の農業参入者にとっては、市民農園規模では物足りないものの、通常の農業経営規模では、技術面、労力面、資金面
等からも困難な者も多いと考えられ、その中間的な規模での農業参入も可能となるよう、措置する必要があるのではないか。

中間的な規模での参入！！

注：規模については滞在型市民農園も含む。



新規就農者等の受入れの促進により農地の有効利
用等を図る観点から、
① 遊休農地等が相当程度存在する区域について
② 当該区内の位置及び規模からみて、小規模農家
の増加により、区域内及び周辺の農地等の効率的
かつ総合的な利用の確保に支障を生ずるおそれの
ない場合に

１０アール以上の任意の面積
（整数倍の必要なし）

担い手が不足している地域

○ 耕作目的で農地の権利を取
得する場合は、農業委員会又

は都道府県知事の許可が必要。

○ この許可の要件の１つとして、
取得後の農地面積の合計が、
都府県 ５０ａ以上
北海道 ２ｈａ以上
となることが必要。

① 自然的経済的条件からみて営農条件が概ね同
一の区域について
② 当該区域において、別段の面積以上の農地を耕
作している者の数が６割以下となるようを設定する。

１０アールの整数倍の面積

平均規模が小さい地域

原 則

特 例

４．定年就農者等の農地の権利取得における下限面積要件の見直し

○ 耕作を目的として農地の権利を取得する場合には、農地法第３条に基づく許可が必要であり、この許可の要件として下限面積要件
（原則として都府県50ａ以上。特例的に都道府県知事が10ａ以上で別段の面積を定めることが可能）がある。
○ 定年就農者等は10ａ以下の比較的小規模に農地取得することが考えられることから、定年就農等については、３．のような状況も
踏まえ、この農地法の下限面積要件について、適用を除外することも必要ではないか。
○ ただし、このような農地取得については、担い手の面的集積を阻害しないよう、一定の区域に限定する必要もあることに留意すべ
きではないか。

原則の下限面積を適用することが実情に適し
ない場合は、知事が別段の面積（１０アール以
上）を定め、公示

一
定
の
区
域
を
定
め
、
下
限
面
積
制
限
を
適
用

せ
ず
、
10
ア
ー
ル
以
下
で
も
定
年
就
農
者
等
に

よ
る
農
地
取
得
を
可
能
と
す
る
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下 限 面 積 要 件



農用地利用集積計画
（小作地所有制限の例外）

農地を貸すと

取り上げられ

てしまう

Ⅲ 自作農主義に基づく措置等の今日的妥当性・必要性

１．新たな政策転換（所有と利用の分離）に馴染まない措置

○ 農地法の中には、地主制を解体し自作農を創設した農地改革の成果を維持するためや当時の農業実態に基づいて措置され、今日では実績が
ほとんどない、あるいは全くなく今日的妥当性・必要性がうすれた措置がある。
○ このうち、小作地所有制限と所有を禁止された小作地の国家買収については、賃貸借のほとんどが農業経営基盤強化促進法による利用権設
定になっており、また、今後利用本位の政策に転換することを考えれば、今日的必要性に乏しく、かつ妥当性もなくなってきているのではない
か。
○ 特に、この制度があることにより、「農地を貸すと取り上げられてしまう」という農地改革アレルギーが未だに残っており、これを完全に払拭するた
めにも廃止を検討すべきではないか。

１２

小作地の所有制限

不在地主の小作地と在村地主に
よる制限面積を超える小作地の
所有を原則的に禁止

所有禁止小作地の買
収と小作農への売渡し

所有制限に触れる違法な所有状
態が一定期間内に解消しない時
は、国がこれを買収し、小作農で
自作農として精進する見込みの
あるものに売り渡し

自作農創設特別措置法の制定

①不在地主は全ての小作地、在村
地主は約1ha(北海道は約4ha)を超
える小作地を国が買収
②自作地であっても3ha(北海道は

12ha)以上の農地は国が買収
③国が買収した農地は、現に耕作

している小作農を基本として農民
に売渡し

地主176万戸から買収
⇒ 国の買収農地174万ha

⇒ 小作農475万戸に売渡し

小作地率
４６％ １０％未満

農 地 改 革
（昭和21～25年）

成果の維持
(小作地の所有制限と買収) 農地改革

アレルギー

農地流動化を阻害

○

小
作
地
所
有
制
限
を
廃
止

完

全

に

払

拭

○

所
有
と
利
用
を
分
離
し
、

利
用
を
重
視
し
た
政
策
の
徹
底



小作農、小作地、小作料 等

主要食糧の増産等のため、開発して農地とすること
が適当な土地について、国が買収し、土地配分計画
に基づいて入植または増反を希望する者に売渡し

薪炭とするための原木の採取等のため、農業委員会
の承認を受けて耕作者に利用権を設定

最近適用実績のない又は少ない措置例

２．必要性のうすれた措置等

○ 農地造成のための未墾地の買収や薪炭の原木採取等のための利用権設定等の措置については近年実績は全くなく、今日的必要性はなくなっ
ており、廃止すべきではないか。
○ また、小作農や小作料等、農地法の用語の中には最近の農業を取り巻く環境に馴染まなくなっている用語があるが、そのような用語については
適切な用語に置き換えるべきではないか。

○

今
日
的
必
要
性
の
な

い
も
の
に
つ
い
て
は
、
廃

止
す
べ
き
で
は
な
い
か

１３

食糧増産のための緊急的な措置であり、昭
和30年代に土地改良制度による事業に移行
（農業情勢を踏まえ、現在は新たな農地造
成事業は原則として廃止）しており、必要
性はうすれているのではないか。

【直近実績】昭和30年代以降なし

農地法制定当初の農業の形態に必要な措置
であったが、現在はそのような状況にない
のではないか。

【直近実績】昭和48年 34件12ha(以降なし)

農地改革前の大規模地主（少数）と小規模
小作人（多数）という賃貸借関係を表現し
た用語であり、現在の小規模地主（多数）
と大規模担い手（少数）という状況には相
応しくないのではないか。

最近の農業を取り巻く環境に
馴染まなくなっている用語例

未墾地（農地開発予定地）の
買収と自作農への売渡し

利用権の設定

○

適
切
な
用
語
に
置

き
換
え
る
べ
き
で

は
な
い
か

実績がほとんどない・全くない背景


